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Ⅰ　はじめに
①　熊本地震の発生・被害状況・基本情報
平成28年 4 月14日（木）午後 9 時26分、発生　M6.5　震度 7 益城町
平成28年 4 月16日 （土） 午前 1 時25分、発生　M7.3　震度 6 強　熊本市・南
阿蘇
死者49人、震災関連死の疑い18人（平成28年 5 月 7 日現在）
全壊・半壊・一部損壊家屋　 6 万3,283棟（熊本県・大分県、平成28年 5 月 7 日現
在）
被災マンション　全壊19棟、大規模半壊21棟、半壊52棟（平成28年12月10日現
在）
②　支払地震保険金額
地震保険の支払件数　23万6,067件
地震保険金支払金額　3,621億円（過去 2 番目の金額）（平成28年10月末日現在）
　東日本大震災　 1 兆2,706億円（ 1 番）
　阪神淡路大震災　　  783億円（ 3 番）
③　熊本地震における地震保険の利便性
○査定・支払の迅速性　査定から 2 週間程度で支払　生活再建の希望となる
東日本大震災の教訓を生かす　全国から査定員の動員による迅速性
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○中規模地震であるゆえに、査定は緩めになる　一部損→半損
地震保険金が支払われる損害区分─地震保険法施行令第 1 条第 1 項第 1 号か
ら第 6 号
損害区分の変遷　1966年（昭和41年）の創設時　全損のみ担保
　　　　　　　　1980年（昭和55年）　全損＋半損
　　　　　　　　1991年（平成 3 年）　全損＋半損＋一部損
　　　　　　　　2017年（平成29年）　全損＋大規模半損＋半損＋一部損
　このような損害区分を設けているのは、日本だけ。
　 CEA（California Earthquake Authority）（カリフォルニア地震公社）が運営するア
メリカのカリフォルニア州の地震保険
　 EC（Earthquake Commission（地震委員会）が運営するニュージーランドの地
震保険にはこのような損害区分はない。
④　熊本地震における諸問題・諸課題
○地震保険料率の設定の合理性　 4 等地区分制・ 3 等地区分制の是非
○熊本市内のマンションで92棟が全損・半損　マンション型地震保険の創設
の必要性
Ⅱ　地震保険の保険料率の引き上げ─地震保険制度の強靭性の確保
①　地震保険の安定性・持続可能性（強靭性）の確保のための料率引き上げ
地震保険金の支払原資─地再社 （地震保険再保険株式会社）・元受社の危険準備金
　　　　　　　　　　　政府　地震保険特別会計（地震特会）の責任準備金
東日本大震災─ 1 兆2,706億円の地震保険金の支払い→半減
スピード感を持った地震保険料の増加の必要性
　 1 ．地震保険契約件数の増加　確実に増加している
　　　年々増加し、平成28年 9 月現在、全国で1,736万件の地震保険契約
　　　 地震保険金の総支払限度額もアップ　本年 4 月 1 日から以下のように
改定
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　 2 ．地震保険料のアップ
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（イ）免震建築物割引　割引率：50％
（ロ）耐震等級割引　割引率：耐震等級 3 　50％　耐震等級 2 　30％　耐震等級 1 　10％
（ハ）耐震診断割引　割引率：10％
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（二）建築年割引　昭和56年 6 月以降に新築された建物またはその建物に収容された家
財　割引率：10％
②　保険料率の改定
1 ．地震保険料率と震源モデル
・ 文部科学省・地震調査研究推進本部─震源モデルの改訂（津波被害と液状化
被害を加味）
・損害保険料率算出機構　　地震保険料率の変更認可申請
・地震保険料率の信頼性の確保　保険数理に基づく合理的算出方法
　　　　　　　　　　　　　　　ノーロス・ノープロフィットの原則
・国民への周知・啓蒙活動の必要性
2 ． 3 等地制・ 4 等地区分と全国一律化
・等地区分の考え方─「保険」の考え方に軸足を置く立場
　全国一律の平準化は、国民の「連帯」に軸足を置く立場
　地震保険の基本的な性格論を「保険」の考え方で捉えていくか、または、
「連帯」の考え方で把握するのかという問題であるが、現在の地震保険の姿
は、この 2 つの考え方を取り入れた折衷的制度であり、どちらに重点を置く
かによって保険料率の設定の仕方も違いが生じる。その重点を「保険」の考
え方から「連帯」の考え方へ若干シフトして地震保険料率も検討すべき。
・統一地震保険料の提唱とその根拠
（ア） 東日本大震災や熊本地震は、 2 等地という料率の低い地域で大規模地
震が発生しているという現実がある。
（イ） 地震調査研究推進本部が作成する震源モデルの精度に限界があり、日
本全国どこにおいても地震リスクは相当程度高いという現状がある。
（ウ） 地震予知の精度が依然として大雑把な確率論にとどまっている現状か
らすると、国民を納得させる地震保険料率の決定は不可能である。
（エ） 「連帯」の観点から同一の料率設定の方がむしろ納得感が得られる。
（オ） 日本全国どこでも同じ地震リスクに曝されているというメッセージを
国民に対して発することになり、地震から自らの財産を守るという
熊本地震と地震保険　　177
「連帯」の意識も醸成される。
・統一地震保険料をどうように設定するのか
　 4 等地区分の 1 等地と 4 等地の中間の料率にするのかどうかが問題にな
る。
　理論的には、中間の料率にすれば良いことになるが、これでは以前の収入
保険料の総額との間で相違が出てきてしまうので、以前の全体の収入保険料
を全国の地震保険の保有契約数で除して得た金額を個々の契約の保険料にす
れば収入保険料の総額とほぼ一致する収入保険料になるので、こちらの方が
現実的である。
・ 日本全国一律の地震保険料を基本として、明確な客観的な基準に基づき、
建物や地盤の保険料率の割引要因や割増要因があれば地震保険料を上げた
り下げたりすることによって地震保険のリスクコントロール機能を持たせ
ることができる。
・ 当面は 4 等地区分を 3 等区分に、そして、 3 等地区分を 2 等地区分にして
最終的に等地区分の廃止という暫時的な移行を模索することが妥当であ
る。
・ 当面の間、等地区分を存続させる場合、現在の都道府県別の等地区分に合
理性があるか
　都道府県別等地区分制には合理性がないと考える。その理由は、都道府県
というのは単なる行政区分であって地震リスクと対応した区分ではないこ
と、長野県と静岡県の県境において2.46倍もの格差に納得感は得られないこ
と、同じ東京都や北海道でも都内や道内で地震リスクは同じとすることに抵
抗感がある。
・割引料率の更なる活用─免震構造・制震構造の建物の割引率のアップ
